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1. はじめに 

1.1 研究の背景 

 2003 年に地方自治法の一部改正により，市民サ

ービス向上を目的として指定管理者制度注1）（以下

制度）が施行されている。制度導入施設は，指定

管理者となる団体の母体事業やノウハウを活かし

ながら，効率の良い運営，費用対効果，利便性向

上などが期待されている。制度導入により，施設

の管理・運営の変更により，住民利用の利便性向

上が求められる。 

一方，制度を導入している施設では，運営の効

率化という理由から施設スタッフ削減の傾向が有

り，市民サービスの提供や施設のセキュリティへ

の問題が懸念される。 

また，土地の有効利用，多様化するニーズに伴

い，施設の複合化が進められている。施設の複合

化により，施設機能が増えるが，空間の構成が複

雑になりやすく，管理・運営の方法に課題が生じ

やすい。複雑で，多様な空間，施設スタッフ，連

絡組織と調整しながら，施設全体を管理・運営し

ていくところに複合施設の課題があると考える。 

1.2 研究の目的 

 本研究では，地域ニーズに柔軟に対応し，利用

者の利便性向上が特に必要な施設と考えるコミュ

ニティ施設の複合事例に着目し，制度がはたす施

設への変化や効果を明らかにする。そして，制度

導入施設の管理・運営方法の現状を把握・分析す

ることで，企業ノウハウや指定管理者団体による

積極的な施設オープン化の方法等の知見を探るこ

とを目的とする。 

1.3 研究の方法 

本研究の調査対象は，制度を導入し，他の施設

と複合しているコミュニティ施設とする。千葉県

内の都市について，制度を導入している都市を抽

出する。その結果，千葉市9事例，松戸市17事例，

市原市 4事例，習志野市1事例，野田市 3事例，

の全34事例が抽出されている。本稿では，調査協

力の得られなかった1事例を除く，33事例につい

て報告する。調査対象事例の概要を表１に示す。 

分析は，市から提供を受けた図面を基に，指定

管理者団体に対するヒアリング調査と，管理・運

営を行っている施設の実態確認調査より行う。ヒ

アリング調査より，管理・運営の方法，状況の変

化を把握し，実態確認調査より，施設空間の設え

と利用実態を把握する。 

表1 調査対象事例の施設概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.制度導入後の施設管理の方法 

 本研究の対象事例は，制度導入後，指定管理者

団体により清掃，メンテナンス，維持管理，警備

などを行いながら施設を管理し，利用者に対する

サービス向上のための働きかけをしている。その

なかで，施設の利便性向上に関わる事項を以下に

示す。 

2.1 施設内の修繕・改修 

 ヒアリング調査，実態確認調査より，制度導入

後，指定管理者団体から行政への提案により施設

内の一部を修繕や改修している事例が確認されて

いる。また，利用者増を目指すため，改修した室

の利用制限をなくし，稼働率を上げるための動き

もみられる。施設内の修繕や改修には，ⅰ）市の

政策である場合，ⅱ）指定管理者団体の提案，実

施の場合がある。ⅰ），ⅱ）の規模を比較すると，

ⅰ）の場合の方が多い。これは，市の予算で行う

ためであり，施設は市の所有物であるという考え
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に基づいているためである。ⅱ）の場合，畳や障

子の張り替え，手すりの増設など，ⅰ）に比べる

と規模は小さいが，指定管理者団体が利用者の要

望や自らの判断のもと行っている。ここでは，ヒ

アリング調査と実態確認調査よりⅱ）の場合につ

いて，施設内の修繕や改修が確認されている内容

を表2に示す。 

 表 2 より，規模の大きさに違いはあるが，主に

利用者満足度向上やサービス向上へのアプローチ

を考慮した内容が多い。指定管理者団体側が，利

用者にとって利用しやすい状況にするため，可能

な範囲での働きかけを行っていることがわかる。 

表2 施設内の修繕・改修内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 複合相手との協議・連絡の調整 

 複合施設を管理するとき施設スタッフ同士の協

力があることで，複雑になりやすい空間構成の施

設の管理がしやすくなり，その作業負担も軽減さ

れる。経費削減のため施設スタッフの数を減少し

た施設では，特に必要であると考える。複合相手

との協議は，イベント，防災，機械や設備のメン

テナンス，セキュリティに関する内容など様々あ

る。ヒアリング調査結果より，協議の機会を設け

ている事例と設けていない事例があり，指定管理

者団体の積極的な働きかけに違いがみられる。協

議の内容と方法を分類し，表3に示す。 

 表 3 より，複合相手との定期的な協議機会はあ

まり活発に行われてはいないことがわかる。大規

模清掃や機械設備のメンテナンスを行う場合，事

前に連絡する程度という事例が多い。また，定期

的に行っている事例では，複合相手が支所で，日

常業務の報告という内容である。その他には，日

常の業務の中で施設スタッフが，複合相手の職員

とコミュニケーションをとっていることなどが上

げられる。これは，お互いが困ったときなどに，

協力しあえる関係を積極的に築いているといえる。

松戸市の事例では，複合相手との協議ではないが，

月に 1 度，指定管理者団体の代表者と市の職員が

集まる機会があり，情報交換を行っている。この

集まりでは，お互いの管理・運営の状況や相談，

企画提案，他の市の施設で行っているイベントな

どの話し合いをしている。情報を各施設に持ち帰

り，管理・運営に反映していけるかが課題である。 

表3 協議の方法・内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

3.施設運営方法の実態 

3.1 制度導入後の運営方法の変化 

 ヒアリング調査，実態確認調査より制度導入後，

利用手続きを簡易な方法への変更，複合相手の空

き室の相互利用や，改修による変更など利便性向

上に向け，指定管理者団体の行っている運営方法

に変更点があることが確認されている。利用方法

の変更を（1）諸室の利用方法，利用制限の変更，

（2）改修に伴う利用方法の変更に分けて以下に示

す。 

（1）諸室の利用方法，利用制限の変更 

 制度導入後に，諸室の利用方法や制限を変え，

利便性向上の動きがみられる事例は，事例 4，5，

27，31，32，33である。各事例での動きを表4に

示す。 

 表 4 より，各事例の規模や設えなどに違いがあ

るため，内容は様々であるが，利用者の利便性や

コミュニティ形成のため，管理者としての働きか

けがみられる。事例 5，27，31，32，33 は，運営

体制が一本化にされたことで可能となっており，

特に事例27の動きは，利便性向上へのアプローチ

であり，室の稼働率向上につながると考えられる。 

指定管理者団体

複合相手管理者

指定管理者団体

複合相手管理者②

複合相手管理者①

指定管理者団体

複合相手管理者②

複合相手管理者①

指定管理者団体 複合相手管理者

独
立

分類 事例番号 内容

随
時
連
絡

日
常
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

・施設間の相互利用・交流はなく，

   連絡や協議の機会をもつ必要

   がない。 　

清
掃
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
時
の
み

定
期
的
な
協
議
機
会
の
設
置

4, 9,12,

13,26,27,

28,30,31,

32

5,6

2,3,7,

8,14,25,

29,33

1,11,19,

21,23

12,13,15,

16,17,20,

21,22,23,

24,25

・ 管理・運営について関与がなく，

　機会をもつ必要がない。

・ イベントで施設全体を使用する

   ときに話し合 うが ，定期的に

   協議はしていない。

・同じ建物の中にあり，

   顔を会わせるために，

   日常的なコミュニケーション

   をとる程度である。 　　

・施設全体で清掃やメンテナンスを

   行う際に， 事前に連絡をしている。

   それ以外の連絡はとっていない。

・市との連絡会で業務報告，

   新規事業の提案を行っている。

・複合相手が支所で， 定期的に

   業務報告をすることになっている。

※松戸市では ，定期的に

   指定管理者団体の代表者が

   集まり， 情報交換を行い,

   集まる機会を設けている。

指定管理者団体 複合相手管理者
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表4 利用方法・制限の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）改修に伴う利用方法の変更 

 制度導入後，指定管理者団体の働きかけや，市

と協力して施設内の改修を行い，利便性向上のた

め，多目的利用を可能にする動きや，利用者交流

の場を提供する動きが 2 事例で確認されている。

その内容を表5に示す。 

表5 改修に伴う利用方法の変更 

 

 

 

 

 

 表5より，事例17は，市内の他の施設より特に

利用頻度が高く，利用者からの要望で床仕上げを

畳からフローリングに変更している。これにより，

多目的利用を可能にし，足の不自由な利用者や車

いす利用者にも対応できるようになり，利便性向

上に大きくつながっている。事例32では，使用さ

れていない空間を内装工事し，飲食可能なフリー

スペースとして使用できるように改修している。

また，インターネット環境も整備し，自由利用を

可能にしている。使用されていない空間をリニュ

ーアルさせ，利用者に開放する管理者側の働きか

けは，利便性向上に向けたものであり，満足度は

大きく向上していると考える。2 事例とも，施設

を利用しやすい状況に向けた働きかけがみられる

例であるといえる。 

3.2 自主事業にみる施設利便性向上に向けた活動 

 指定管理者団体を選定する際，行政側から利用

者のために団体のノウハウを活かしたイベントな

どの自主事業を実施するように条件が定められて

いる。自主事業は利用者からの評価や利用者増に

もつながり，施設運営の中で重要であると考える。

施設機能や指定管理者団体のノウハウを活かした

自主事業と指定管理者団体の積極的な働きかけに

よる自主事業に分け，その内容を表6に示す。 

 表 6 より，各施設で行われている自主事業の内

容は，団体の母体事業や施設機能を活かした様々

な事業が実施されている。例えば，事例1を管理・

運営している株式会社千葉マリンスタジアムは，

スポーツ施設を利用したイベントの企画を得意と

している。そのため，施設内のスポーツ機能を利

用したイベントやマリンスタジアム観戦ツアーな 

表6 自主事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どを企画し，利用者増，満足度向上に対してアプ

ローチしている。また，事例 5 は財団法人千葉市

文化振興財団が管理・運営の委任をうけており，

ホール空間を使ったイベント，コンサート，講演

会を企画することを主な事業としている。自主事

業も，楽器奏者や大道芸団体を呼び，文化ホール

を利用したイベントを頻繁に企画・運営し，利用

者数増に努めている。事例 9 では，施設機能を活

かしたフィットネスイベントなどを企画している。

その他に，母体事業とは関係ないが，事例7では，

指定管理者団体と利用者が協力し合い，新たにサ

ークル連絡会を発足させている。この連絡会では，

各サークル同士の交流や地域住民，近隣施設利用

者などが参加できるイベントを企画・運営してい

る。事例12，13，16，20，21，25を管理している

団体は，月に 1 度，利用者や地域住民と意見交換

を行っている。またこの団体は，管理している各

施設で季節毎の小さなイベント行いながら，利用

者満足度向上に積極的に働きかけている。自主事

業の内容は，指定管理者団体の母体事業に大きく

関係し，指定管理者団体側の施設や利用者に対す

る考えに大きく影響される。 

 

4.施設管理・運営についての評価 

4.1 複合施設の管理・運営の課題・問題点 

 異なった施設機能が存在し，複雑になりやすい

複合施設では，管理・運営をする上で様々な課題

があると予想される。ヒアリング調査から，管理・

運営に関する課題・問題点から，施設の管理・運
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営当事者の代表的な意見を表7に示す。 

表7 管理・運営に関する課題・問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 7 より，様々な意見があることがわかる。施

設や備品を管理している部署や団体が別である場

合，責任の所在が不透明であるという問題点があ

る。各施設が，家具や備品などを共有し，利用し

合える状況にある反面，問題が起きたときの対処

法が必要である。指定管理者団体は，市や施設に

対する疑問や問題点を持っているが，条例があり，

団体主導の活動や考えが施設に反映されにくい状

況が伺える。 

4.2 施設利便性に向けた活動 

 指定管理者団体が働きかける施設利便性向上に

向けた動きのなかで，実施したこと，検討中のこ

と，何らかの理由で出来なかったことなどがある。

利便性向上に向けた活動の内容を理由も含め，管

理・運営をしている当事者の代表的な意見を表 8

に示す。 

表8 利便性向上に向けた活動内容と理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 8 より，実施したことについて，管理者団体

側からの働きかけや，利用者の要望を可能な範囲

で行っている動きがある。実施したことに関して，

施設スタッフの育成につながる。これは，利用者

に対するサービスの質，対応方法など，管理団体

としての前向きな姿勢といえる。出来なかったこ

との中に，販売行為がある。管理者側，利用者側

にとってメリットがあると考えての提案であるが，

市の許可が下りず，実現しないでいる。また，全

事例で共通しているのは，建物や設備の大規模修

繕である。本研究の対象事例は，建設年が 1970

年代からの事例があり，予算がなく，できないと

いう理由から実現していないが，利用者に不具合

や危険な場面が起こる前に行う必要がある。利用

者の利便性や満足度向上へ向けた指定管理者団体

からの活動が行われてはいるが，金銭的な問題や

条例があり，行政主導で施設運営が行われている

面が残る。 

 

5.まとめ 

 以上の分析・考察より，コミュニティ施設の複

合事例の企業ノウハウや指定管理者団体による積

極的な施設オープン化の方法等の知見を以下にま

とめる。 

1） 指定管理者団体は，施設内の修繕や改修を可
能な範囲で進めながら，施設の利便性向上を

図っている。 

2） 複合相手との協議の機会は，あまり行われて
いない。管理が異なる複合施設では，密に協

議や連絡を取り合い，協力体制を築くことが

望ましい。 

3） 施設運営では，管理団体の柔軟な対応により，
利用方法を変え，利用しやすい状況をつくっ

ている。 

4） 指定管理者団体のノウハウを活かした自主
事業は，利用者増につながり，施設運営にと

って有効である。 

5） 同じ敷地，施設内に複数の管理団体が存在す
る場合，共有している物やスペースの管理責

任の所在を明確にする必要がある。 

6） 制度導入施設で，管理・運営は行政主導の面
があり，指定管理者団体の考えが反映されに

くい場合がある。 

                                             
【注】 

1 ）千葉県庁ホームページ 

http://www.pref.chiba.lg.jp/syozoku/a_soumu/gyokaku/shiteikanri/

shiteikanri-j.htmlより抜粋 

「地方自治法の一部を改正する法律が平成15年 6月 13 日に公布、同年

9月2日に施行され、指定管理者制度が創設されました。 

従前の管理委託制度では、公の施設の管理は公共団体や地方公共団体の

出資法人等に限られていましたが、指定管理者制度では、管理者の範囲

を出資法人等に限定せず、民間の団体でも管理を行うことができるよう

になりました。 

指定管理者制度は、公の施設の管理運営に民間の能力を活用して、県民

サービスの向上と行政コストの縮減等を図ることを目的としています。」 
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